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【米国雇用統計（26年 1月）】 

労働市場の失速懸念はいったん和らぐ 
～FRBに物価動向を見極める時間を与える内容～ 

 

経済調査部 主任エコノミスト 

前田 和孝 

 

 

１．雇用者数は市場予想を上回る 

1 月の非農業部門雇用者数は前月比＋13.0 万人と、

市場予想（同＋6.5万人）を上回った（図表1）。一方、

過去分は、11月が同＋5.6万人から同＋4.1万人へ、12

月が同＋5.0万人から同＋4.8万人へ、2ヵ月合計で 1.7

万人の下方修正となった。 

なお、今回の事業所調査では年次改定が行なわれ、

2025 年 3 月までの 1 年間の雇用者数が▲89.8 万人下方

修正された。また、2025 年 4 月以降の系列も修正さ

れ、2025 年の雇用者数の月平均は同＋4.9 万人から同

＋1.5万人に下方修正された。 

1月の雇用者数を部門別に見ると、政府部門（12月：

前月比▲1.6 万人→1 月：同▲4.2 万人）はマイナスだ

ったが、物品生産部門（同▲1.2 万人→同＋3.6 万人）

と民間サービス部門（同＋7.6 万人→同＋13.6 万人）

がプラスとなった。業種別に見ると、物品生産部門で

は、鉱業・採掘業（同±0.0 万人→同▲0.2 万人）はマ

イナスだったものの、建設業（同▲0.4 万人→同＋3.3

万人）、製造業（同▲0.8 万人→同＋0.5 万人）がプラ
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ポイント 

 1 月の非農業部門雇用者数は前月比＋13.0 万人と、市場予想（同＋6.5 万人）を上回った。一方、過去

分は 2ヵ月合計で 1.7万人の下方修正となった 

 失業率は 4.3％と 12月から 0.1ポイント低下。労働力人口が増えるなか、就業者増、失業者減となる良

好な内容 

 今回の雇用統計により、米連邦準備制度理事会は物価動向を見極める時間を持つことが可能に。次回の

利下げはウォーシュ新議長下での 6月会合と予想 
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万人 （図表1）非農業部門雇用者月間増減数
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スだった（図表 2）。製造業は 14 ヵ月ぶりの雇用増となり、1 月は輸送機器や機械製造業のプラスが目立った。

民間サービス部門では、10業種中 6業種で増加、4業種で減少となった。プラス幅が大きかったのは、教育・医

療サービス（同＋5.3 万人→同＋13.7 万人）、専門・企業サービス（同＋1.5 万人→同＋3.4 万人）、その他サー

ビス（同＋0.6 万人→同＋0.7 万人）といった業種である。一方、金融（同▲0.1 万人→同▲2.2 万人）、情報

（同▲0.2 万人→同▲1.2 万人）、運輸・倉庫（同▲0.1 万人→同▲1.1 万人）などはマイナスとなった。情報は

13 ヵ月連続のマイナスで、生成 AI 活用による業務効率化を理由とした人員最適化が要因となっている可能性

がある。 

政府部門は、地方政府（同＋0.7 万人→同＋1.0 万人）はプラスだったが、連邦政府（同▲1.3 万人→同▲3.4

万人）と州政府（同▲1.0 万人→同▲1.8 万人）はマイナスとなった。労働省によれば、連邦政府の雇用減は、

退職延期プログラムの対象となり、すでに離職している一部の連邦職員の給与支払いが終了したことに起因す

るとのことである。 

 

２．失業率は 2ヵ月連続で低下 

失業率（U3）は 4.3％と前月から 0.1ポイント低下し

た（図表 3）。これで 2 ヵ月連続の低下となる。また、

広義の失業率（U6、就職を断念して労働市場から退出

した人や、非自発的パートタイマーなどを失業者に含

む）も 8.0％と前月（8.4％）から低下した。1 月は、

非自発的パートタイマーが前月比▲45.3 万人となる一

方、フルタイムが同＋58.2 万人、自発的パートタイマ

ーも同＋67.8 万人となっている。このため、非自発的

パートタイマーからフルタイムなどに移行したこと

で、U6 失業率が低下する一方、U3 失業率の上昇にはつ

ながらなかった可能性がある。今月は、労働力人口が

前月比＋38.7 万人となり、労働参加率も 62.5％と前月から 0.1 ポイント上昇した。25－54 歳の労働参加率が

0.3ポイント上昇したことが寄与した。また、労働力人口増減の内訳を見ると、就業者数が同＋52.8万人、失業

者数が同▲14.1 万人となった。ただ、失業者を理由別に見ると、労働市場への再参入者が同▲18.0 万人となっ

たことが失業者減の主因となっている。求職をあきらめた人が一定程度いたことを考えれば、必ずしも良い動

きとは言えない。失業期間については、27 週以上の長期失業者が低下したことなどから、中央値ベースでは 12

月の 11.4週から 11.1週に縮小した。 

 

３．時間当たり賃金（前年比）の伸びは小幅鈍化 

時間当たり賃金は前年比＋ 3.71％で前月（同＋

3.73％）から小幅に伸びが鈍化した（図表 4）。一方、

前月比では＋0.41％と前月（同＋0.05％）から拡大し

ている。部門別では、物品生産部門（12 月：前月比＋

0.32％→1月：同＋0.29％）は伸びが鈍化したが、民間

サービス部門（同±0.00％→同＋0.41％）は拡大し

た。内訳を見ると、物品生産部門では、製造業（同＋

0.22％→同＋0.36％）は拡大したものの、建設業（同
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％ （図表3）失業率と労働参加率の推移
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＋0.45％→同＋0.25％）は鈍化し、鉱業・採掘業（同▲0.02％→同▲0.32％）はマイナスとなった。一方、民

間サービス部門は、10 業種中 5 業種で拡大、5 業種で鈍化もしくはマイナスとなった。内訳では、金融（同▲

0.04％→同＋0.70％）、卸売（同＋0.13％→同＋0.66％）、教育・医療サービス（同▲0.50％→同＋0.64％）で

拡大した。一方、専門・企業サービス（同＋0.09％→同±0.00％）、小売（同＋0.39％→同＋0.08％）などが鈍

化し、情報（同＋0.94％→同▲0.32％）はマイナスとなった。 

週平均労働時間は 34.3時間で前月（34.2時間）から増加した。部門別では、民間サービス部門（12月：33.2

時間→1月：33.2時間）は変わらなかったが、物品生産部門（同 39.7時間→同 39.9時間）で増加した。総労働

投入時間（雇用者数×週平均労働時間）については、雇用者数の伸びが拡大し、労働時間も増加したことから、

前月比＋0.4％と 2ヵ月ぶりのプラスとなった。 

 

４．早期利下げは遠のく  

1 月の雇用統計は、非農業部門雇用者数の伸びが市場予想を上回り、失業率は低下した。雇用増の主因は引き

続き教育・医療サービスで、金融や情報などの雇用創出が低調であることなどは気がかりだが、トレンドを示

す 3ヵ月移動平均も 4ヵ月ぶりにプラスに転じるなど、労働市場の失速懸念はやや和らいだと言える。 

米連邦準備制度理事会（FRB）は、1 月の米連邦公開市場委員会で政策金利をすえ置いた。声明文では景気の

現状認識や、労働市場の見方が上方修正されるなど、ややタカ派的な内容だった。今回の雇用統計の結果はこ

うした見方を後押しするものとなった。今月 5日に公表された 12月の雇用動態調査（JOLTS）における求人件数

が 654.2 万件と 2020 年 9 月以来の低水準となったほか、チャレンジャー・グレイ＆クリスマスによる 1 月の人

員削減数は 10.8 万人で同月としては 17 年ぶりの高水準となるなど、労働市場の先行きはまだ予断を許さない

が、早期の利下げは遠のいたと思われる。FRB は、政策決定において、ここまで労働市場の下振れリスクを重視

してきたが、シュミッド総裁やハマック総裁などが指摘するとおり、いったん物価動向を慎重に見極める時間

が生まれた形である。足元では短期のインフレ期待は低下に向かっており、このまま長期の期待インフレ率の

安定も続けば、関税による物価上昇は一時的との見方がさらに強まる可能性が高く、利下げに踏み切りやすく

なる。筆者は 3月会合での利下げを予想していたが、今回の雇用統計結果を受け、ウォーシュ次期 FRB議長下に

おける 2026年 6、9月会合での利下げをメインシナリオとする。 

 

 

 

 

 

 

 

※本レポートは、明治安田総合研究所が情報提供資料として作成したものであり、いかなる契約の締結や解約を目的としたものではありませ
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